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教員免許更新制や研修をめぐる包括的な検証について（概要） 

（次期教員養成部会への申し送り事項） 
 
Ⅰ．包括的な検証の経過報告 【これまでのヒアリング等での意見の概要】 
１．教員免許更新制の評価について 

～ 制度創設時の狙いが達成できているか ～ 
趣旨である「最新の知識・技能の修得」には一定程度の効果がある一方で、費やし

た時間や労力に比べて効率的に成果の得られる制度になっているかという点では課

題がある。また、学校内外で研修が実施されていることに鑑みれば、10 年に一度の更

新講習の効果は限定的である。 

 
２．教員免許更新制の課題について 
①教員免許更新制の制度設計について 

教員免許状の更新手続のミス（いわゆる「うっかり失効」）が、教育職員として

の身分に加え、公務員としての身分を喪失する結果をもたらすことについては疑

問がある。教員免許更新制そのものが複雑である。 
②教師の負担について 

教師の勤務時間が増加している中で、講習に費やす 30 時間の相対的な負担がか

つてより高まっている。講習の受講が多い土日や長期休業期間には、学校行事に

加え補習や部活動指導が行われたり、研修が開催されている場合もあり、負担感

がある。申込み手続や費用、居住地から離れた大学等での受講にも負担感がある。 
③管理職等の負担について 

教員免許更新制に関する手続や教師への講習受講の勧奨等が、学校の管理職や

教育委員会事務局の多忙化を招いている。 
④教師の確保への影響について 

免許状の未更新を理由に臨時的任用教員等の確保ができなかった事例が既に多

数存在していることに加え、退職教師を活用することが困難になりかねない状況

が生じている。 

⑤講習開設者側から見た課題等について 
受講者からは、学校現場における実践が可能な内容を含む講習、双方向・少人数

の講習が高い評価を得る傾向がある。一方で、講習開設者は、講習を担う教員の確

保や採算の確保等に課題を感じている。 

 

３．各都道府県教育委員会等が体系的に行う教員研修の状況について 
教員研修については、教員育成指標に基づく体系化や研修の方法の改善、オンライ

ン化などが進んでおり、平成 28 年の教育公務員特例法の改正を踏まえた研修の充実

・改善が進んでいる。また、独立行政法人教職員支援機構の行う研修についても、オ

ンライン化の進展や内容の見直しが進んでいる。 
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Ⅱ．次期部会における検証・検討について 

１．包括的検証に関して残された論点について 
新年度に明らかになる教員免許状の有効期限延長の状況、臨時免許状の授与の状況

など各種のデータに基づきながら、今般の新型コロナウイルス感染症の影響下で、教

員免許更新制が、子供たちの学びの保障に注力する教師や迅速な人的体制の確保に及

ぼす影響の分析を行う必要がある。 

また、本年度、「新型コロナウイルス感染症対策に伴う児童生徒の「学びの保障」

総合対策パッケージ」（令和２年６月５日文部科学省初等中等教育局）に基づき、教

師が「学びの保障」に集中する環境整備を図るため控えていた現場の教師を対象とす

る一定規模の調査を新年度に速やかに行い、上記のヒアリングで得た事実認識が、現

場の教師の認識と一致していることを裏付けることが必要である。 
 
２．検証終了後の検討の在り方について 
検証が完了した後は、その結果を踏まえて、教員免許更新制や研修の在り方につい

て速やかに見直しを行い、その方策を教育現場に定着させて教師の資質向上を図る必

要がある。 

包括的検証の中で教員免許更新制は厳しい評価がなされており、指摘された課題に

ついて真摯にその解消を図る必要がある。このため、何らかの前提を置くことなく抜

本的な検討が求められる。 

これまでの検証の結果を踏まえると、その時々で求められる教師としての基本的知

識技能が保持されるよう、定期的に必要な刷新とその確認を行うという制度の趣旨を

踏まえつつ、教員免許更新制について、抜本的に検討を行い、 
・教師の資質能力の確保 
・教師や管理職等の負担の軽減 
・教師の確保を妨げないこと 

のいずれもが成立する解を見出していかなければならない。 
教育委員会関係者や校長会関係者からの提案その他の改善策を講じることにより、教

師の資質能力の確保を図るとともに、教師や管理職等の負担が軽減され、教師の確保

を妨げない教員免許更新制とすることが可能かという観点で、今後も具体的な検討が

行われる必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 


